
3

発災時の行動

□
□

まずは、身の安全を 確保！　 その後、従業員・ 施設利用者の安全の確認

二次被害防止のために、什器類の転倒状況・ 避難経路の確認など の
安全措置をと る 。火災を 確認し たら 初期消火!

初動対応

□
□

□

建物の安全確認

一斉帰宅抑制（ 施設利用者の保護）

※施設が危険な場合は、安全な近隣のオープンスペース（ 公園等）や帰宅困難者一

時待機場所、帰宅困難者一時滞在施設へ避難します。

※区立小中学校等の防災拠点は「 区民のための避難所」であるため、施設が安全な

場合は従業員や施設利用者は3 日間程度事業所内に留まること が基本です。

交通機関の運行状況等により 、原則、4 日目以降に帰宅支援を 開始
（ 一斉帰宅ではなく 分散帰宅）

応急対応

Check！

事業所全体で、緊急事態への対応力の強化を 図るためには、

従業員一人一人が「 災害対応の流れ」を 理解し ておく こと が重要です。

地震が発生し た際、特に重要と なるのが「 初動～応急対応」です。

災害対応フ ロ ー図を 壁などに貼り 出し 、日頃から 確認できるよう にし ておく こと で、

災害時に落ち 着いて行動できます。

参照 安全点検チェッ クリ スト ▶ 4 2・ 4 3 ページ
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大地震発生から の災害対応フ ロー

発災時の行動3

　 本図は原則的な対応を示し ています。

※災害対応組織の設置時期（ BCPの発動基準）は、事業所ごと で異なる場合も あるため、フロー図は一例です。

※中小企業BCP策定運用指針第2 版に基づき 区が作成し ています。

身の安全の確保

建物の安全確認

事業再開へ

従業員の一斉帰宅の抑制
（ 施設利用者の保護）

周辺の安全確認
（ 延焼火災等）

安全なスペース
への避難

（ 従業員、施設利用者）

安否確認
（ 従業員・ 家族等）

大地震

発災直後

強い揺れが

収まった後 初動対応

応急対応

発災4 日目

〜

数時間後

7 2 時間

（ 目安）

〜

復旧対応

復興

〜

●地震情報の収集

●二次被害防止（ 火気停止・ 業務停止）

●初期消火（ 火災時）

●救出・ 救護

●従業員の帰宅支援

●地域支援のニーズ確認

●事業再開への準備

　 　 重要書類の保護

　 　 被害状況の把握、点検など

災害対応
組織の設置

安全

危険

安全
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□

□

□

館内放送等を用いて、地震発生情報と自分の

身の安全を確保するよう に周知する。

「 物が落ちてこない、倒れてこない、移動しな

い」安全な場所へ落ち着いて移動するよう 周

知する。

施設利用者への対応

施設利用者へ安全確保を指示する。

【 主な伝達内容】

・  地震情報、余震への注意喚起

・  かばん等で頭を保護し 、姿勢を低く する。

・  大型商品等には近づかず、壁際や柱の傍に

身を寄せる。

・  従業員の指示のもと 落ち着いて行動する。

□

□

□

強い揺れを感じたら、机の下に身を隠すなど頭

を守る。

□
フロアごと の避難経路の被害状況を確認し 、

適切な避難経路へ誘導する。

□
□
□

【 火災が発生し た場合】

初期消火を実施する。

1 1 9 番通報を行う 。

施設利用者の屋外への避難誘導を行う 。

□
□

扉を開けて、屋外までの避難経路を確保する。

避難通路や階段等の被害状況（ 通行できるか

否か）を確認する。

□
□
□
□

□

近く の消火器を使用して初期消火を実施する。

1 1 9 番通報を行う 。

火元の近く にいる人は避難する。

施設利用者を 屋外へ避難誘導し 、近く の安全

スペースを案内する。

高齢者などの要配慮者への対応は、手を携え

て複数人で対応する。

エレ ベータ ーは使用禁止である旨を 案内

する。

窓ガラ ス や照明な ど

飛散・ 落下する も の、

キャビ ネット やコ ピ ー

機など移動・ 転倒し そ

う なも のから 離れる。

慌て て 外には飛び

出さ ない！

周囲の施設利用者に注意喚起し 、無事かどう か

を確認する。

訪日外国人に対し ては「 従業員の指示に従

う 」行動を呼びかける。

（ 地震を経験し たこと がなく 混乱し ている可能

性も あるため、従業員の指示に従うこと が安全

であることを伝えることが重要です。）

Check

事業所の対応

Check 従業員の対応

Check

事業所の対応

Check 従業員の対応

強い揺れが収まったら …地震発生直後の行動

●行き 先階のボタ ンを すべて押し 、エレ ベー

タ ーが停止し た階で安全確認後、降ります。

●万が一閉じ 込めら れた場合は、非常用イ ン

タ ーホンなどで救助を要請します。

●状況に応じ て防災キャビ ネット 内のアイ テ

ム（ 飲料水、携帯ト イレなど）を使用します。

エレ ベータ ー内で地震が起き たら …

発災時の行動3

◆外出中に地震が起き た場合の行動例

出火・ 漏電の防止、初期消火

●最大震度5 弱以上または長周期地震動階級3 以上の発生が予想さ れた場合、震度4 以上または長周期地震動階級3 以

上が予想さ れる地域を対象に、気象庁から「 緊急地震速報（ 警報）」が配信さ れます。

[受信方法]

・  テレビ、ラジオ、携帯電話等

・  中央区防災行政無線（ 屋外スピーカ ー）、2 8 0 M Hz緊急告知ラジオ

緊急地震速報の受信

◆事業所内で 地震が起き た場合

身の安全確保

◆1 1 9 番通報に必要な情報

□ 火事か救急か

□ 消防車・ 救急車が向かう 住所

□ どこで（ 例： 何階）燃えているか　

□ 逃げ遅れた人・ 負傷者の有無・ 人数

□ 通報者の氏名・ 電話番号

●かばん等で頭を守る。

●落下物から 身を守り 、ビ ルの倒壊にも 注意し ながら 公園など広く 安全な場所へ避難する。

繁華街

●ホームから 転落し ないよう 注意し 、かばん等で頭を守り ながら 揺れが収まるのを待つ。

●線路には絶対に下り ない。

●駅員の指示に従う 。

駅

●かばん等で頭を守り ながら 、柱や壁のそばで揺れが収まるのを待つ。

●停電になっても 非常照明がつく まで、落ち着いて待つ。

●非常口、階段に人が集中し ないよう 、落ち着いて行動する。

地下街

●給湯室や厨房などの火の元を確認し 、ガスの元栓を閉めます。

●調理中の厨房機器（ フ ラ イ ヤー、グリ ル）などの安全を 確認し ます（ 特に熱湯、油

など）。

●火気を扱う 場所（ 喫煙室やボイラ ー室など）での火種や出火の有無を確認します。

火気設備・ 火気器具

●電熱製品（ 電気スト ーブや電気ポット など）や電気容量の大き い電化製品、電気を

用いた店内装飾は、電源を落とし たり 、コ ンセント を抜きます。

●コ ンセント 付近に落下物などがあれば取り 除きます。

電気

●出火を発見し た場合は、消火器などで初期消火に努めましょう 。

●炎が天井まで広がり 、火炎が手に負えなく なっていると 判断し た時は、直ちに避難

しましょう 。

初期消火

参照 事業所内レイ アウト の工夫と 什器類の固定▶ 8 ページ

参照 事業所内の設備等の把握▶ 9 ページ

避難経路の誘導 参照 避難誘導の事前準備▶ 1 7ページ

SOS
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□
応急救護（ 負傷者）

負傷者が発生し たら 、止血、やけど処置などの

応急手当をするよう 主導する。

□
負傷者を救護室に連れていき 、止血ややけど

などの応急手当をする。

□
要救出者への対応

救出活動に必要な工具（ ジャッキやバール、

のこぎり 、ハンマーなど）を用意する。

□

閉じ 込めら れた人や下敷きになった人を 工具

を用いて救出する。人手が足り ない場合は、周

り の人に呼び掛けて、救出するための協力者

を要請する。

Check

事業所の対応

Check 従業員の対応

□

□

□

建物の安全点検

「 安全点検チェッ クリ スト 」を 用いて建物の安

全確認を行う 。

施設内の安全点検

「 安全点検チェッ クリ スト 」を 用いて施設内の

安全確認を行う 。

【 防災センタ ーがある場合】

建物の安全点検を 速やかに行う ため、防災セ

ンタ ーと 連携し た対応を図る。

□ 二次被害防止の

た め 、被害が大

き い 場所など に

は、「 危険」な ど

の表示により 立

入禁止にする。

カ ラ ーコ ーンやブルーシート などを用いて

危険箇所を封鎖すること も 有効

□

□

□

災害対応組織の活動拠点の決定

施設の安全確認後、災害対応組織が活動でき

る拠点（ 場所）を決定する。

安全スペースは、災害対策本部用、従業員用、

施設利用者用など 使用目的や用途ごと に部

屋を 分け、可能であれば揺れの影響が小さ い

低層階に確保する。

施設利用者が各フ ロ アにいる 場合は、避難

経路を 通ってなるべく 広い場所1 カ 所に誘導

する。

□

□

□

安全スペースを 確保するため、施設利用者に

一時的に外で待機、または別の部屋にいるよ

う 伝える。

従業員用の安全スペースは、事務室のほか男

女別休憩室を用意する。

部屋の使用用途に応じ て、必要な物品（ 椅子

や毛布等）を 用意し 、不要な備品（ O A 機器や

書類等）は部屋の隅や他の部屋に移動する。

可能であれば、高齢者や妊婦など要配慮者

向けスペースを設けること が大切です。

Check

事業所の対応

Check 従業員の対応

発災数時間後から 7 2 時間

負傷者の搬送方法

発災時の行動3

◆応急手当

●負傷者の負担を軽減するため、楽な姿勢をとら せて、衣類やベルト を緩めます。

●具合の悪い人がいる場合は、衣類や毛布をかけて体温低下を防ぎます。

●意識喪失等の人がいたら 、直ちに1 1 9 番通報をします。必要に応じ てAED の使用を開始します。

◆事業所共用部の安全確認

●複数の店舗やテナント が入居し ているビ ルでは、事業所間で協力・

手分けし て共用部分などを点検し 、安全確認をします。

◆救急搬送

●閉じ 込めら れた人や下敷きになっている人を救出し ます。以下の状態に1 つでも 該当し た場合は、災害拠点病院へ

搬送します。

　・  がれきなどに2 時間以上挟まれている。 ・  茶褐色に変色した尿が出る。

　・  点状に出血している。 ・  挟まれた部分が動かせない、感覚がない。

建物（ 施設内）の安全確認・ 活動拠点の決定

負傷者の応急救護・ 救出

【 直接圧迫止血】

傷口をガーゼやハンカ チなど

で直接強く 押さ え、し ばらく 圧

迫します。

止血方法

【 間接圧迫止血】

傷口より 心臓に近い動脈（ 止

血点）を、手や指で圧迫し て止

血します。

●やけどし た部分を 流水で痛みが取れるまで

冷やします。衣類は脱がしません。

●水ぶく れはつぶさ ず、消毒し た布か選択し た

布で覆い、その上から 冷やします。

やけど

参照 事業所内の設備等の把握▶ 9 ページ

安全点検チェックリスト ▶ 4 2・ 4 3ページ

参照 負傷者の応急救護体制の整備▶ 16 ページ

背負って運ぶ 担架で運ぶ 椅子で運ぶ

止
禁
用
使

非常口
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□
従業員の避難や帰宅・ 待機等の判断を 行う た

めに、災害情報全般を確認・ 整理する。
□

ラ イ フ ラ イ ン 情報や交通機関の運行状況な

ど、各種情報を手分けして確認し 、整理する。

Check

事業所の対応

Check 従業員の対応

□

□

□

【 従業員と 家族等】

全従業員の被災状況を把握するため、安否確

認を行う 。

安否確認情報は、適宜更新し 最新の状況に

する。

収集し た安否確認情報は、混乱下でも 的確に

判断できるよう 、リ スト 化（ 記録・ 集計）し 、組織

的に一元管理する。

□

□

事業所で事前に定めた安否確認方法を 用い

て、自分や家族、身近な人の安否を報告する。

外出中の場合は、現在地、連絡方法、帰社の可

否、負傷の有無、緊急対応の可否を報告する。

□

【 施設利用者】

施設利用者の安否確認のための方法を 準備

する。

□ 必要に応じ て施設利用者の情報を 記入し 、施

設利用者用の安否確認リ スト を作成する。

Check

事業所の対応

Check 従業員の対応

●翻訳アプリ やコ ミ ュニケーショ ンボード など多言語ツールを使

用し て状況を説明します。

訪日外国人への対応

発災時の行動3

◆施設利用者への対応

●フ ロア別、エリ ア別など一時的な退避エリ アを 設定し 、施設利

用者を 可能な限り 広い場所１カ 所へ円滑に施設利用者を 誘導

します。

●施設利用者の動き を 適切に把握するため、保護するスペース

とト イレは可能な限り 同一フロアと なるよう 調整します。使用し

ないフ ロアは、施設利用者が立ち 入ら ないよう 、封鎖措置をと

ります。

【 宿泊施設の場合】

●建物の安全確認後、施設内避難が可能な場合は、宿泊者は原

則、客室での待機とし ます。その場合、水道や電気の被害状況

を確認後、ト イレの使用場所を周知し ましょう（ 各室か特定場所

か）。宿泊客以外の施設利用者は、ホールや受付空間などの共

用部等を活用し て安全措置を講じます。

◆施設利用者への対応

●施設利用者の中に、けが人や具合の悪い人がいないか確認し ます。

いる場合は、救護室に連れていき、応急手当を行います。

●安否確認リ スト への記入を依頼します。

●施設利用者から「 家族（ または友人）が見当たら ない」などと 伝えら れ

た場合は、施設で情報を共有し て所在確認の協力をします。

●施設利用者が安否確認できるよう に、電話の貸出や携帯電話等の充

電器の貸出、使用場所の提供などの支援体制を整えます。

◆家族の安否確認

●災害用伝言ダイ ヤル、SN Sなど家族であら かじ め決めた方法で、家

族と 連絡を取って安否を確認します。

●家族と 連絡がつかない場合は、親戚や共通の知人などを介し て安否

を確認しましょう 。

　 [確認事項]

　・  現在の居場所　・  負傷の有無

安否確認

周辺の安全確認

参照 安否確認体制の整備、安否確認の連絡方法▶ 1 4・ 1 5ページ

安否確認リスト ▶ 44・ 45 ページ

参照 避難誘導の事前準備▶ 17 ページ

外国人向け対応文例・ イ ラ スト ▶ 46・ 47 ページ

参照 情報収集・ 情報発信▶ 12・ 13 ページ

●災害情報（ 各地の震度、津波の有無など）

●停電、断水、通信障害などのラ イフ ラインの情報

●交通機関の運行状況

●周辺地域の火災や、隣接建物等の被害状況

●道路・ 橋りょう の通行状況

必要な情報

●施設内にいる訪日外国人に対し ては、翻訳アプリ などを活用し て、けが

人や具合の悪い人がいないか確認し ます。また、外国語が堪能な従業

員がいる場合は、その従業員を 中心に訪日外国人への対応を 図り ま

す。

●訪日外国人用の安否確認リ スト への記入を依頼します。

●外国語が堪能な従業員がいない場合、日本語が分かる訪日外国人の

方が施設利用者の中にいるか確認し 、協力を呼びかけます。

訪日外国人への対応

情報収集方法

事業所・ その周辺が危険な場合 参照 大地震発生時の避難行動▶ 5 ページ

●緊急避難等が必要な場合は、近隣のオープンスペース（ 公園等）、帰宅困難

者一時待機場所へ避難します。

●帰宅困難者一時滞在施設の開設状況を 中央区防災マッ プアプリ や区公式

ホームページで確認し 、開設し ている場合、避難を開始します。

参照 訪日外国人対応に役立つ主な情報ツール▶ 12 ページ

安否確認体制の整備▶ 1 4ページ

避難誘導の事前準備▶ 1 7ページ

外国人向け対応文例・ イ ラ スト ▶ 46・ 47 ページ

Hello.

こんにちは。
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Check

事業所の対応

Check 従業員の対応

徒歩帰宅を行う ために従業員の一斉帰宅の抑制

●一般的に、徒歩帰宅が可能と 考えら れる距離の

目安は、以下のと おり です。

　・ 1 0 km 以内＝全員帰宅可能

　・ 1 0 km ～2 0 km＝1 km 遠く なるごと に帰宅可

能者が1 0 % 低減する。

　・ 2 0 km 以上＝全員帰宅困難（ 帰宅不可）

●徒歩で 1 0 k m 進むには、平時の一般的な 徒歩

ペースでも 2 時間3 0 分かかります。

●災害時は、より 多く の時間を 要すること が想定

さ れます。危険を 伴う 長距離の徒歩帰宅は止め

るべきです。

徒歩帰宅の限界

発災時の行動3

　 発災直後の帰宅行動は、混乱を招く だけでなく 、余震等で二次災害に遭う おそれがあります。

　 発災から 3 日間（ 7 2 時間）は人命救助のデッド ラ インと さ れています。救助・ 救命活動の妨げになら ないよう 、事業所

の安全が確認できた場合は、むやみに移動せず事業所内で待機すること が重要です。

発災から 3 日間（ 7 2 時間）は、事業所内で待機！

　 事業所内で待機すること が安全であること を、従業員・ 施設利用者に周知しましょう 。

事業所内で待機する ために

　 提供できる備蓄量や留まるためのスペース確保など、事業所ごと に事

情が異なりますが、可能な限り 施設利用者を保護するよう 努めましょう 。

　 し ばらく 待機し ていただく 必要性を周知し 、水・ 食料・ 携帯ト イレ等の提

供や、携帯電話等の充電器の貸出など、施設利用者が安全に待機できる

環境を整えましょう 。

施設利用者の保護

　 事業者は、大規模災害の発生時において、管理する事業所その他の施設及び設備の安全性並びに周辺の状況

を 確認の上、従業者に対する当該施設内での待機の指示その他の必要な措置を 講じ ること により 、従業者が一

斉に帰宅すること の抑制に努めなければなら ない。

東京都帰宅困難者対策条例第7 条第1 項

　 強い揺れを 感知し たら 、鉄道事業者は直ちに運転を 見合わせます。すべての区間を

点検し 、安全確認ができてから 、段階的に運転再開するため、相当の時間を要する可能

性があること を伝えましょう 。一般道での緊急車両の通行の妨げや混乱防止のため、直

ちに駅へ向かう のを抑止すること が重要です。

　 また、道路は交通規制が実施さ れるため、タ クシーや自家用車は使用できません。

慌てて、「 とり あえず」で駅には向かわない！

　 従業員の不安軽減や、自宅に帰り たい行動心理を 軽減するため、家族の安否確認を

速やかに行いましょう 。

家族など身近な人の安否を 確認する！ 参照 安否確認体制の整備・ 安否確認の連絡方法▶ 14・ 15 ページ

　 むやみに移動するより 、施設内に待機し た方が安全であること を共有しましょう 。

施設にいた方が安全です 参照 事業所内の設備等の把握▶ 9 ページ

　 発災後はスーパーマーケット 等も 被災し ており 、すぐに食料を 調達でき ないこと が想定さ れます。施設内には待機

に必要な備蓄があること を伝え、従業員が安心し て初動対応などに従事できるよう にしましょう 。

食料等の物資を 配布し ます 参照 水・ 食料・ 携帯ト イレ 等の備蓄▶ 18 ページ

やむを 得ず帰宅し なければなら ない従業員は、徒歩で帰宅！

□
やむを得ず帰宅し なければなら ない理由を確

認する。

□
安全に帰宅できるよう に帰宅支援対象道路を、

メ インルート にする。

□
帰宅ルート 付近にある災害時帰宅支援ステー

ショ ンの場所を確認する。
□

徒歩帰宅用の備蓄品を 確認する。不足し てい

る備蓄品は、補充してから出発する。

□

家族に連絡をとり 、徒歩で帰宅する必要がある

かを確認する。

あら かじ め、家族で災害時の行動ルールを

決めておく 。

□
□

□

歩きやすい服装、靴等の準備をしておく 。

徒歩帰宅中に水や食料、消耗品などが途中で

購入できる場合は、適宜補充する。

あらかじめ事業所と の連絡時刻を決める。帰宅

した時や問題が生じた場合も 連絡する。

□ 帰宅支援対象道路を把握する。

□

□

徒歩帰宅時の安全性を確認する。夕方以降に

出発さ せない、到着時間が夜間にならないよう

に出発さ せる。

帰宅ルート や帰宅に要する時間を検討し 、帰宅

ルート 周辺の災害情報（ 例：火災や道路状況）な

どを確認する。

□
徒歩で帰宅する従業員を 把握し 、同じ 方向の

メ ンバー毎に複数人単位のグループで帰宅さ

せる。

□
徒歩帰宅ルート や想定時間を

検討しておく 。

また、気象情報を確認する。

参照 徒歩帰宅の事前準備
▶ 2 0ページ
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□

□

鉄道機関の運行状況や気象情報など必要な情

報を 収集し た上で、従業員それぞれの帰宅手

段を決定する。

また、帰宅者を一斉に帰宅さ せるのではなく 、

それぞれの帰宅の時間を設定するなど、帰宅

を分散さ せる。

従業員を 帰宅さ せる際に、二次被害に遭わな

いよう 、帰宅の際の注意事項を説明する。

□

□

帰宅の際には、ト イレが使える中継地点、鉄道

を 利用する場合は、目的の駅までの全区間が

運転再開し ていること を確認し た上で、帰る時

間帯を見極める。

徒歩帰宅経路上の被害により 迂回を 強いら

れ、予想以上に時間を要する場合があることに

留意する。

Check

事業所の対応

Check 従業員の対応

公共交通機関再開後の帰宅

●一斉帰宅抑制の徹底により 、発災直後の移動による混乱を 防

げたとし ても 、混乱の収拾や鉄道の運転再開等に伴い、待機し

ていた大多数の待機者が一斉に移動を 開始すると 、新たな危

険が発生するおそれがあります。

　 　 そのため、帰宅手段や移動時間により 分散し て帰宅するこ

と を基本とし ます。

●鉄道の運転再開直後であっても 、すぐに通常ダイ ヤに戻ると

は限り ません。徒歩帰宅ができる方は可能な限り 徒歩で帰宅

しましょう 。

帰宅は発災4 日目以降を 目途に開始し てく ださ い！（ 分散帰宅）

●発災から 7 2 時間（ 3 日間）の人命救助に重要な期間が経過し た後

●発災時の混乱がある程度収束し 、移動し ても 応急活動への支障や群衆事故等の二次災害をも たらさ ない。

●通行可能な帰宅経路または鉄道が運転再開するなど公共交通機関を基本と する移動手段が確保さ れている。

帰宅が可能な状態の目安

◆分散帰宅の方針の検討・ 帰宅開始

運転再開

予定
○○線××行き

　 2 0時0 0 分予定

○○線△△行き

　 2 0時1 2 分予定

◎◎線▽▽行き

　 2 0時4 0 分予定

◎◎線□□行き

　 2 0時4 0 分予定

災害対策マニュアル
策定会議

4

事業所継続・

早期復旧のための

事前対策

大地震が発生すると

通常の経済活動は、一時的に停滞し ます。

自社が被災し て限ら れた経営資源の中で

事業活動を 再開さ せるためには、

「 何を・ いつまでに・ どのよう に復旧するのか」と いう

優先順位を あら かじ め決めておく こと が必要です。

BCP（ Bu sin e ss Co n tin u ity  Pla n・ 事業継続計画）を

策定・ 運用し 、災害時においても 従業員、取引先、

地域に信頼さ れる企業活動が重要です。

bosai-kiki_05-04
長方形

c-bosai-kiki_05-04
ノート注釈
c-bosai-kiki_05-04 : Accepted


